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論　文　内　容　要　旨
本研究は､超々臨界圧(USC)と呼ばれる高温高圧の高効率な石炭火力発電ポイラに用いられる高crフ
ェライト鋼の高温におけるクリープ強化機構を統一的に理解するとともに､クリープ強度安定化に向けた材
質設計指針の提案を最終日的としたものである｡
ポイラ用フェライト系耐熱鋼には､クリープ強度､クリープ疲労強度､靭性､耐水蒸気酸化特性､溶接施工
性､溶接部のクリープ強度など､様々な特性が求められるが､中でもクリープ強度が最も重要である｡
フェライト系耐熱鋼は数十年にわたる長期使用を想定しているため､理想であれば使用応力に近い低
応力における長時間のクリープ強度を評価したうえで使用するべきである｡しかし実際にはそのような長時
間試験を行うことは困難であるため､最長で5万時間程度のクリープデータから､温度一応カパラメータ
(TTP)に基づく外挿で10万時間強度を推定したうえで､各材料の各温度における許容応力引張応力を定
めて使用される｡しかし､近年実用化された高強度の高Crフェライト鋼においては､長時間クリープ強度が
判明するにつれて実際の破断時間が､短時間試験結果に基づく長時間クリープ強度の推定結果と帝離す
る､ H長時間強度の低下現象"がみられることが明らかになり問題になっている｡したがってフェライト系耐熱
鋼における重要課題は｢長時間強度低下の抑制｣である｡本研究の最終的な到達点は､長時間強度の低
下を抑制して､今後さらに適用拡大が期待される600℃超級Uscプラントに､より強度の安定な材料を供
給したり､現在開発がすすめられている700℃級Uscプラントに適用可能な高crフェライト銅を供給したり
することである｡そのために重要と考えられる､高Crフェライト鋼の材質設計指針の確立が本研究の目的で
ある｡そこで本研究では高Crフェライト鋼の強化機構の解明に特に注力した｡
高crフェライト鋼の強化機構の解明にあたり､合金成分としては特に長時間クリープ強度に及ぼす影響
の大きいWとCrに着目した｡さらに､従来の研究がどちらかというとクリープ破断強度を中心に検討されて
おり､クリープ変形挙動に関する研究結果が少ないことを踏まえ､特にクリープ変形挙動に着目した
(Fig-1 :クリープ変形挙動の模式図)0
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Figl 1 Schematic image of creep deformation behavior of the martensitic heat resistant steel.
以下に､各章の論旨をまとめる｡
第1章は緒言としてCO2排出削減の観点から､単位発電量あたりのCO2排出量の多い石炭火力発電プラ
ントの高効率化が求められている現状について述べた｡さらにその主要部材であるフェライト系耐熱鋼の現
状と課題を整理して本研究を行う背景をまとめるとともに､本研究の目的および進め方を明確にした｡
第2章では､高crフェライト鋼の主要な強化元素であるWによる強化機構の解明を目的に- C,Nフリー
のマルテンサイト組織を有する合金を用いて検討を行った｡その過程で､同一の析出物(Laves禰)の析出
サイトを制御してクリープ変形挙動に及ぼす析出サイトの影響を調査した｡第2章で得られた結果は以下
のように要約できる｡
1) OW合金と2W合金のクリープ変形挙動の比較から､固溶Wがクリープ変形の抑制に一定の効果を持
っことを明らかにした｡これは､ Wの原子半径がFeと比較して大きいことに起因して生じる格子ひずみが転
位の運動を妨げるためと考えられる｡ただし､固溶限を超えて含有させた固溶元素は600℃以上の高温域
では比較的早期に析出してしまうため､固溶強化による更なる高強度化には限界がある｡
2) Laves相の析出量が少ない2W合金とLaves相がラス界面に析出した3W合金, 650℃時効材のクリー
プ変形挙動の比較から､ラス界面のLaves相が特に加速域での変形抑制に寄与することを明らかにした｡
3) Laves相の析出量が少ない2W合金とLaves相がラス界面に加えてラス内部に析出した3W合金, Goo℃
時効材のクリープ変形挙動の比較から､ラス内部のLaves相が遷移域から加速域-の移行を遅延させるこ
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とを明らかにした｡
4)実用鋼における高crフェライト鋼のWによる強化機構として､ラス界面の析出(Laves相やM23C6の粗
大化抑制)が重要であると考えられる｡
5)以上の結果から､フェライト鋼耐熱鋼の高強度化に対しては､ラス界面およびラス内部の両析出物の混
在が不可欠であると結論づけられる｡
第3章では､ラス内部の析出物の代表であるMX型炭窒化物の安定性評価とZ相の生成挙動の明確化
を目的に､火sUs410J3TP相当鋼をベースにCr添加量を変化させた9Cr鋼および10.5Cr鋼の650℃時
効に伴うMX型炭窒化物の組成変化を詳細に調査した｡第3章で得られた結果は以下のように要約でき
る｡
1)650℃における時効に伴い､ MX型の炭窒化物はZ相に変化していく｡その過程では､はじめにNbXが
消滅し､次にVX中にCrが濃化したM2Ⅹ(2_α)となり､最後に規則化してZ相に変化すると推定される｡
2) 10.5Cr鋼における長時間クリープ強度の低下は､ Z相生成よりかなり速い段階で生じる｡クリープ強度の
低下に対しては､ NbXの消滅が微細MXの減少という意味で強度低下の一因になっていると推定される｡
3) MXの変化に加え､ cr2Xの析出/再固溶やM23C6中-のCrの濃化が､主としてラス界面で観察された｡
ラス界面のM23C6やLaves相の粗大化も9Cr鋼と比較して10.5Cr鋼の方が速いことが明らかになっている
ことから､ 10.5Cr鋼における長時間クリープ強度の低下はMX, M23C6, Cr2X, Laves相およびZ相の不安定
性が複合して生じると推察される｡
4)これらの析出物の高温における一連の変化は､高温焼戻し後の組織が使用温度における平衡状態と
は異なっており､母相中に過飽和にCr, Wなどが固溶した状態であることと､ MX型炭窒化物のうちのNbN,
VNがそもそも熱力学的に不安定であることに起因すると考えられる｡
第4章では､ラス界面の析出物の代表であるM23C6にWが固溶した場合の650℃時効に伴う粗大化を
実測すると共に､第4添加元素がオストワルド成長に及ぼす影響を熱力学的に検証した｡第4章で得られ
た結果は以下のように要約できる｡
1) 9%Crマルテンサイト系耐熱鋼(ow)を焼戻し処理後､ 650℃で10000h時効した場合の析出粒子は､ほ
とんどがcrを主体とする(Fe,Cr)23C6であり､粒子半径の経時変化はCr原子の体拡散に律速されるオス
トワルド成長の計算値と良く一致した｡
2) 1%Wを添加した9%Cr耐熱鋼(lW)の場合には､ 650℃で10000h時効によって析出粒子はほとんど成
長しない｡この原因を解析するために析出粒子の結晶構造と成長の駆動力について検討して下記を明ら
かにした｡
(a) WがM2,C6中のCrと置換して複合炭化物[Fe.(Cr,W),9] C6を形成する｡このために､ (b)オストワ
ルド成長がW原子の体拡散に律速され､成長係数がow鋼の場合のおよそl/10になる｡
以上の結果から長時間クリープ強度の向上に対するWの効果として､第2章で述べたラス界面のLaves
相析出に加えて､従来から言われているM23C6の粗大化抑制も寄与していると推定される｡
第5章では､第2章～第4章で得た結果をまとめて高Crフェライト系耐熱鋼の材質設計指針を提案する
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とともに､その設計指針に基づく新たな材料の開発状況と実用化に向けた課題について述べた｡第5章は
以下のように要約できる｡
1)高crフェライト鋼の更なる高強度化にあたっては､ラス界面およびラス内部の析出物による強化を有効
に活用する必要がある｡
2)高crフェライト鋼の長時間クリープ低下はMX型炭窒化物､なかでも特に窒化物(NbN, VN)が熱力学
的に不安定であることと､高温焼戻し後の組織が使用温度における平衡状態とは異なっていること(たとえ
ば過飽和にCrを固溶している)に起因して､ラス内部のMXとラス界面のM23C6およびLaves相の双方が
不安定になることに起因する｡したがって､高強度化にあたってはこれらの不安定要因の寄与を出来るだ
け小さくすることが重要である｡
3)上記を反映させ､長時間強度を安定させた新成分として､ラス界面のLaves相増加, M23C6の安定化お
よびラス内部のMX安定化を目的に､ 9Cr化,高W化,低N化した新合金0.1C-9Cr-3W-3C0-0.2V-
0.05Nb-0.01Nを提案した｡
4)新成分では､高W化により新合金のラス界面に析出するLaves相の析出量が増加するとともにMXお
よびM23C6の組成が長時間時効後も安定であることを確認した｡
5)析出物の安定化に起因して､新合金の短時間クリープ強度は従来鋼と比較して大幅に高くなる｡今後
は､新合金の実用化に向けた､長時間強度･組織安定性の評価と溶接/施工性の評価が必要である｡
第6章では本研究で得られた結果を総括した｡
co2排出量削減の観点から､ Uscポイラのさらなる高温高圧化が望まれている｡その実現に向けては､こ
れまで火力発電用ポイラに適用されたことがないNi基合金の実用化に加え､既存の高crフェライト鋼およ
びオーステナイト鋼の極限高強度化が不可欠である｡本研究において解明を進めた高crフェライト鋼の長
時間強度の低下は､ "非平衡な焼戻しマルテンサイト組織が､平衡なフェライト組織に変化することに起因
する現象"であり､本質的に回避することは困難と考えられる｡したがって､高crフェライト鋼の高強度化と
は､如何にしてマルテンサイト組織の回復を遅延させるかと等価であるといえる｡本研究で提案した材料設
計指針および新合金はその一つの解であると考える｡新合金の長時間強度の評価と10万時間推定強度
の正確な把握､さらには溶接/施工性の評価と溶接継手の長時間強度を評価して､ 2015年以降に予想さ
れるUSCの高温高圧化に向けて､フェライト系新材料を実用化することが最も重要な今後の課題である｡
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論文審査結果の要旨
我が国のCO2排出の30%は,火力発電プラントからのものである｡単位発電量あたりのCO2排出量が多い石炭
火力発電プラントには, CO2排出削減のために,高効率化が求められている｡それを可能にするには,より高温
で使用可能な耐熱鋼の開発が必要である0本盃文は,フェライト系耐熱鋼を対象として,高温長時間使用にと
もなう組織･強度劣化過程や,高温材料の強化機構を解明し,新たな高強度耐熱鋼を提案することを目的とし
たもので,全6章で構成されている｡
第1章は序論であり,本研究の背景を述べている｡
第2章では,マルテンサイト組織を有するがC, Nを含まない鉄合金を用いて,高crフェライト鋼の主要強
化元素であるWによる弓封ヒ機構を検討した｡ラス界面およびラス内部に析出したFe2W粒子は, 3次クリープの
開始を遅らせることを明らかにし,フェライト系耐熱鋼の高強度化には, 2つの場所の析出物の共存が不可欠
であることを結論した｡
第3章では,ラス内析出物に注目し, 9Cr鋼および10. 5Cr鋼の時効に伴うMX型炭窒化物の変化と, Z相生成
過程を詳細に解析した｡その結果に基づいて, 650℃時効に伴うMX型炭窒化物の組成と結晶構造の変化, MX型
炭窒化物がZ相に変化する過程,そして上記変化の速度に対するCr濃度の影響を明かにした｡また,高温暁戻
し後の析出物の種類や化学組成が使用温度における平衡状態とは異なること, MX型炭窒化物のうちのNbN, VN
が熱力学的には不安定相であることが, MX析出物からZ相析出物-の変化の主要因であると結論した｡
第4章では, Wを固溶したM2:3Ch析出物の時効中の粗大化を調査すると共に,粒子のオストワルド成長に及ぼ
す固溶元素の影響を熱力学的に検証した｡その結果に基づいて, WのM23C6析出物-の固溶が,この析出物の粗
大化抑制に寄与していることを理論的に立証した｡
第5章では,第2章～第4章の成果から得た高crフェライト系耐熱鋼の材質設計指針に基づいて,新材料
0. 1C19CrT3W-3C｡一0. 2V-0. 05Nb-0. 01N鋼を提案するとともに,その開発状況と実用化に向けた課題について述
べた｡この新材料では, MXおよびM23Ch析出物が長時間時効後も安定であることを確認し,この材料のクリープ
強度は従来鋼と比較して大幅に高くなることを立証した｡
第6章は結論であり,本研究の成果を総括している｡
以上要するに,本論文は,高crフェライト系耐熱鋼の長時間使用にともなう組織劣化とクリープ弓封蛸簸構
を明らかにし,新たな高強度耐熱鋼の材質設計指針を提案したもので,その成果は環境科学の発展に寄与する
ところが少なくない｡
よって,本論文は博士(学術)の学位論文として合格と認める｡
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